
(証券コード：7271)

平成29年６月６日

株 主 各 位

三重県伊賀市緑ケ丘中町3860番地

代表取締役社長 安永 暁俊

第71回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

さて、当社第71回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申しあげます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成29年６月26日(月曜日)午後５

時までに到着するよう折り返しご送付くださいますようお願い申しあげます。

敬 具

記

1. 日 時 平成29年６月27日(火曜日) 午前10時

2. 場 所 三重県伊賀市緑ケ丘中町3860番地

株式会社安永 本社 厚生館２階会議室

(後記「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。）

3. 目 的 事 項

報 告 事 項 １．第71期(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)

事業報告、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査等

委員会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第71期(平成28年４月１日から平成29年３月31日まで)

計算書類の内容報告の件
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決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役(監査等委員であるものを除く)４名選任の件

第３号議案 監査等委員３名選任の件

第４号議案 退任取締役（監査等委員）に対し退職慰労金贈呈の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出く

ださいますようお願い申しあげます。また、資源節約のため、この「招集ご通

知」をお持ちいただきますようお願い申しあげます。

◎招集通知添付書類並びに株主総会参考書類の記載事項を修正する必要が生じた場

合 は、 修 正 後 の 事 項 を イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト

（http://www.fine-yasunaga.co.jp）に掲載いたしますのでご了承ください。
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(添付書類)

事 業 報 告

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

1. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、輸出の持ち直しや在庫調整の進展を受

けて、鉱工業生産は回復基調が鮮明となりました。一方、個人消費は雇用・所得

環境の改善を背景に緩やかに持ち直していますが、消費者の節約志向は依然根強

く残っています。又、米国新政権の政策運営の不確実性等の懸念材料により、景

気の先行きは不透明な状況となっています。

当社グループの主要販売先である自動車業界は、国内市場は登録車については

新型車効果等により堅調に推移しましたが、軽自動車は燃費問題等の影響により

低調な動きとなりました。世界規模では、米国での雇用環境の改善を伴った堅調

な景気拡大や、中国での小型車減税による需要増等を背景に、販売台数は底堅く

推移しました。

このような企業環境下、当連結会計年度の業績は、売上高340億19百万円（前年

同期比10.0％増加）、営業利益14億69百万円（前年同期比293.3％増加）、経常利益

11億25百万円（前年同期は１億58百万円の経常損失）、親会社株主に帰属する当期

純利益３億41百万円（前年同期は６億14百万円の親会社株主に帰属する当期純損

失）となりました。

エンジン部品事業は、前期において稼働開始したタイ子会社が本格稼働し、売

上に加え利益面でも寄与しました。しかしながら、国内生産の減少により売上高

はほぼ横這いとなりました。一方、プロダクトミックス及び原価低減活動等によ

り営業利益は大幅に良化しました。その結果、売上高211億73百万円（前年同期比

0.9％増加）、営業利益６億76百万円（前年同期比292.3％増加）となりました。

機械装置事業は、主として太陽電池向けや車載IC向けの検査測定装置の販売が

伸びたことにより売上高は増加しました。利益面ではワイヤソーの採算性低下が

あったものの、検査測定装置が過去最高の売上高になったことや、工作機械の原

価低減活動等により営業利益が良化したことで黒字転換しました。その結果、売

上高89億19百万円（前年同期比50.1％増加）、営業利益３億54百万円（前年同期は

１億55百万円の営業損失）となりました。

環境機器事業は、主力の浄化槽用エアーポンプ及びディスポーザの国内交換需

要の販売が伸びましたが、海外向けエアーポンプが減少した結果、売上高は微減

となりました。一方、プロダクトミックス及び原価低減活動等により営業利益は

良化しました。その結果、売上高35億89百万円（前年同期比1.7％減少）、営業利

益３億87百万円（前年同期比30.4％増加）となりました。
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運輸事業及びサービス事業を含む、その他の事業は、売上高３億36百万円（前

年同期比1.2％減少）、営業利益59百万円（前年同期比22.5％増加）となりました。

なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。

製品別売上状況
（単位：百万円、比率：％)

区 分

第 70 期 第71期(当連結会計年度)

（平成27年4月 1日から
平成28年3月31日まで） （平成28年4月 1日から

平成29年3月31日まで）
金 額 構成比 金 額 構成比

エ ン ジ ン 部 品 20,975 67.9 21,173 62.2

機 械 装 置 5,943 19.2 8,919 26.2

環 境 機 器 3,653 11.8 3,589 10.6

そ の 他 340 1.1 336 1.0

合 計 30,913 100.0 34,019 100.0

(2) 設備投資の状況

当連結会計年度中において実施しました設備投資の総額は22億60百万円で、そ

の主要なものはエンジン部品製造設備であります。

(3) 資金調達の状況

当連結会計年度における設備投資等に伴う資金は、主に自己資金、金融機関か

らの借入及びファイナンス・リース取引により調達いたしました。

(4) 対処すべき課題

当社グループは、グループ企業価値の向上に向けて、積極的にグローバル展開

を進めるとともに、お客様に信頼される技術・製品・サービスを創造し、高い付

加価値を提供し続ける企業を目指して、以下の項目を重点施策として取り組んで

まいります。

① ものづくり力を強化し最高品質の追求

② アジア地域を中心とした海外戦略の強化

③ 将来の安定成長を目指した新事業の創出

④ 株主価値の向上及び営業利益、キャッシュ・フロー重視の経営戦略

⑤ グローバル化に適応する人材確保、育成

株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援・ご鞭撻を賜ります

ようお願い申しあげます。
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(5) 財産及び損益の状況の推移
（単位：百万円)

区 分
第 68 期 第 69 期 第 70 期

第 71 期
(当連結会計年度)

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

売 上 高 31,439 29,605 30,913 34,019

経常利益又は経常損失(△） 680 339 △158 1,125

親会社株主に帰属する当期純利益又は
親会社株主に帰属する当期純損失（△）

375 86 △614 341

１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△） 31.35円 7.26円 △51.37円 28.56円

総 資 産 31,965 32,285 32,968 33,389

純 資 産 10,920 11,917 10,232 10,520

1 株 当 た り 純 資 産 額 912.83円 996.10円 855.27円 879.38円

(注) 1.１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失は、期中平均発行済株式総数(自己株式を
控除した株式数)により算出しております。

2.第68期は、当社グループの主要販売先である自動車業界は、北米と中国の二大市場を中心に
海外需要が拡大しました。国内においては、平成23年度のエコカー補助金終了の影響を、新
型車の投入効果と消費税増税前の駆け込み需要が補い、販売・生産は前年度を上回りまし
た。このような企業環境下、売上高は314億39百万円、経常利益は６億80百万円、親会社株
主に帰属する当期純利益は３億75百万円となりました。

3.第69期は、当社グループの主要販売先である自動車業界は、国内では消費税増税後の需要低
迷が長引き、自動車販売は減少傾向が続きました。海外においては、景気の底堅い米国市場
が牽引する一方、中国をはじめ新興国で景気減速の影響等による市況鈍化が懸念されていま
した。このような企業環境下、売上高は296億５百万円、経常利益は３億39百万円、親会社
株主に帰属する当期純利益は86百万円となりました。

4.第70期は、当社グループの主要販売先である自動車業界は、国内販売は平成26年４月の軽自
動車税の増税やエコカー減税の基準厳格化が響き、低調に推移しました。海外では、景気の
底堅い米国市場がガソリン安を追い風に牽引する一方、中国や新興国の一部では景気減速に
よる販売低迷が続きました。このような企業環境下、売上高は309億13百万円、経常損失は
１億58百万円、親会社株主に帰属する当期純損失は６億14百万円となりました。

5.第71期は、前記「事業の経過及びその成果」に記載のとおりであります。
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(6) 重要な親会社及び子会社の状況

重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

安 永 エ ア ポ ン プ ㈱ 70百万円 100.00％
各種エアーポンプ及びディスポ
ーザの製造販売

安 永 ク リ ー ン テ ッ ク ㈱ 70百万円
100.00％
[100.00%]

ディスポーザシステムの製造販売

安 永 運 輸 ㈱ 50百万円 100.00％ 一般貨物自動車運送

安 永 総 合 サ ー ビ ス ㈱ 10百万円 100.00％
給食及びビルメンテナンス等の
サービス業

安 永 イ ン ド ネ シ ア ㈱ 90,228百万ルピア
99.98％
[0.00%]

エンジン部品及びエアーポンプ
の製造販売

韓 国 安 永 ㈱ 14,400百万ウォン 100.00％ エンジン部品の製造販売

安 永 タ イ ㈱ 300百万バーツ
100.00％
[0.00%]

エンジン部品及び工作機械の製
造販売

安 永 メ キ シ コ ㈱ 143百万ペソ
100.00％
[5.59%]

エンジン部品及び工作機械の製
造販売

安 永 ア メ リ カ ㈱ 300千米ドル 100.00％ エンジン部品の販売

上海安永精密切割機有限公司 4,379千元 100.00％
ワイヤソー本体及びその加工用
工具部品の販売・サービス

山 東 安 永 精 密 機 械 有 限 公 司 9,037千元 100.00％ 工作機械及びその部品の製造販売

(注) 1.連結子会社は11社であります。当期の連結売上高は340億19百万円(前年同期比10.0％増加)、
連結経常利益は11億25百万円(前年同期は１億58百万円の経常損失)、親会社株主に帰属する
当期純利益は３億41百万円(前年同期は６億14百万円の親会社株主に帰属する当期純損失)で
あります。

2.議決権比率は、子会社及び緊密な者又は同意している者による間接所有割合を[ ]に内書き
しております。
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(7) 主要な事業内容

当社グループは、エンジン部品、機械装置、環境機器の製造販売を主たる事業

としており、これらの主要品目は次のとおりであります。

区 分 主 要 品 目

エ ン ジ ン 部 品

コネクティングロッド、シリンダーヘッド、
シリンダーブロック、カムシャフト、クランクシャフト、
エキゾーストマニホールド、ベアリングキャップ、
ラッシュアジャスター他

機 械 装 置
トランスファーマシン、ＮＣ工作機械、
マイクロフィニッシャー、リークテスト機、ワイヤソー、
外観検査装置、レーザセンサ他

環 境 機 器
浄化槽用・医療健康機器用・燃料電池用・活魚輸送用・
鑑賞魚用等の各種エアーポンプ、ディスポーザシステム他

そ の 他
運送業
ビルメンテナンス・工場清掃・社員給食・福祉用具の
レンタル等のサービス業他

(8) 主要な営業所及び工場

当社

① 本 社 三重県伊賀市

② 工 場 本 社 工 場 三重県伊賀市

ゆ め ぽ り す 工 場 三重県伊賀市

西 明 寺 工 場 三重県伊賀市

キャスティング工場 三重県伊賀市

名 張 工 場 三重県名張市

安永エアポンプ㈱ 東京都墨田区

安永クリーンテック㈱ 東京都墨田区

安永運輸㈱ 三重県伊賀市

安永総合サービス㈱ 三重県伊賀市

安永インドネシア㈱ インドネシア・セラン県

韓国安永㈱ 韓国・全羅北道

安永タイ㈱ タイ・ラヨーン県

安永メキシコ㈱ メキシコ・ハリスコ州

安永アメリカ㈱ 米国・ミシガン州

上海安永精密切割機有限公司 中国・上海市

山東安永精密機械有限公司 中国・山東省
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(9) 従業員の状況

①企業集団の従業員数

従業員数 前連結会計年度末比増減

1,694名 26名増

(注) 従業員数は常時雇用就業人員(当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グル
ープ外から当社グループへの出向者を含む。)であります。

②当社の従業員数

従業員数 平均年齢 平均勤続年数

661名(男性609名・女性52名） 41.1歳 17.4年

(注) 従業員数は常時雇用就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含
む。)であります。

(10) 主要な借入先

借 入 先 借 入 額

百万円

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 2,214

株 式 会 社 百 五 銀 行 1,817

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,133

株 式 会 社 り そ な 銀 行 1,000

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行 981
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2. 会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 40,000,000株

(2) 発行済株式の総数 12,938,639株

(3) 株 主 数 7,606名 （前事業年度末比2,805名増）

(4) 大 株 主

株 主 名 持株数 持株比率

千株 ％

有 限 会 社 Ｙ Ａ Ｓ Ｎ Ａ Ｇ 2,151 17.98

安 永 社 員 持 株 会 371 3.10

安 永 暁 俊 359 3.00

浅 井 裕 久 355 2.97

名 古 屋 中 小 企 業 投 資 育 成 株 式 会 社 245 2.04

株 式 会 社 三 菱 東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 230 1.92

株 式 会 社 百 五 銀 行 160 1.33

株 式 会 社 り そ な 銀 行 160 1.33

興 銀 リ ー ス 株 式 会 社 158 1.32

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 150 1.25

(注) 持株比率は、自己株式（975,277株）を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。

3. 会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項

(1) 取締役の氏名等

地 位 氏 名 担当または重要な兼職の状況

＊取 締 役 社 長 安 永 暁 俊

常 務 取 締 役 稲 田 稔
Ｒ＆Ｄ本部長兼Ｒ＆Ｄ部長
国内子会社担当

取 締 役 堀 川 純 二
部品事業部長兼管理部門長

海外担当(北米、インドネシア、タイ、韓国)

取 締 役 小 谷 久 浩
ＣＥ事業部長
海外担当(中国)

取締役(常勤監査等委員) 吉 輪 久 次

取締役(監査等委員) 安 部 美 範

取締役(監査等委員) 小 路 貴 志

公認会計士、税理士、小路公認会計士事務
所代表、㈱小路企画代表取締役、㈱ユー・
エス・ジェイ社外監査役、三共生興㈱社外
監査役

(注) 1.＊印は、代表取締役を示しております。
2.取締役の安部美範氏、小路貴志氏は、社外取締役であり、東京証券取引所へ届出た独立役員
であります。

3.社内事情に精通した者が、定期的に自らも会社の業務・財産の状況について調査並びに重要
な社内会議における情報収集を行うとともに、内部監査部門等との密な連携が図れる体制を
構築することで、監査等委員会の監査・監督機能の実効性を高めるべく、吉輪久次氏を常勤
の監査等委員として選定しております。

4.監査等委員小路貴志氏は、公認会計士及び税理士の資格を有しており、財務及び会計に関す
る相当程度の知見を有しております。

5.小路公認会計士事務所、㈱小路企画、㈱ユー・エス・ジェイ、三共生興㈱と当社とは特別な
関係はございません。

6.平成29年４月１日付にて、堀川純二氏は常務取締役に昇任いたしました。

(2) 責任限定契約の内容の概要

　監査等委員吉輪久次氏、安部美範氏、小路貴志氏は当社と会社法第423条第

１項の賠償責任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任

限度額は、法令の定める限度額としております。
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(3) 取締役の報酬等の額

人 数 報酬等の総額

取締役(監査等委員を除く) 4名 111百万円

取締役(監査等委員)
(うち社外取締役)

3名
(2名)

39百万円
(24百万円)

合 計
(うち社外取締役)

7名
(2名)

151百万円
(24百万円)

(注) 1.報酬等の総額は、役員報酬、役員退職慰労引当金繰入であります。
2.使用人兼務取締役の使用人分給与（使用人分賞与）は含まれておりません。

(4) 社外役員に関する事項

主な活動状況

区 分 氏 名 主な活動状況

取締役(監査等委員) 安 部 美 範

当期開催の取締役会18回のうち18回、監査等
委員会12回のうち12回に出席いたしました。

取締役会並びに監査等委員会においては、企
業経営について十分な知識と経験を有してお
り、大所高所からの適切な発言を行っており
ます。

取締役(監査等委員) 小 路 貴 志

当期開催の取締役会18回のうち18回、監査等
委員会12回のうち12回に出席いたしました。

取締役会並びに監査等委員会においては、公
認会計士及び税理士の資格を有していること
から、財務及び会計の観点のほか、必要に応
じ、議案審議等に関して発言を適宜行ってお
ります。
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5. 会計監査人の状況
(1) 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人
　

(2) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

①当社が支払うべき報酬等の額 25百万円

②当社及び当社子会社が支払うべき金銭
　その他の財産上の利益の合計額

25百万円

(注) 1.監査等委員会が会計監査人の報酬等について同意をした理由
当社監査等委員会は、会計監査人の報酬等について、取締役、社内関係部署及び会計監査人
から必要な資料を入手し、報告を受けた上で、会計監査人の従前の活動実績及び報酬実績を
確認し、当事業年度における会計監査人の活動計画及び報酬見積りの算出根拠の適正性等に
ついて必要な検証を行い、審議した結果、これらについて適切であると判断したため、会計
監査人の報酬等の額について、会社法第399条第１項の同意を行っております。

2.当社と会計監査人との間の監査契約においては、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融
商品取引法上の監査に対する報酬等の額等を区分しておらず、かつ、実質的にも区分できな
いことから、上記①の金額はこれらの合計額を記載しております。

3.「1．企業集団の現況に関する事項（6）重要な親会社及び子会社の状況」に記載の当社の重
要な子会社のうち、安永インドネシア㈱、韓国安永㈱及び安永タイ㈱は、当社の会計監査人
以外の監査法人の監査を受けております。

　
(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　当監査等委員会は、会計監査人の職務の執行状況や当社の監査体制等を勘案
して会計監査人の変更が必要であると認められる場合には、株主総会に提出す
る会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたします。また、
会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められた場
合には、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この
場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任した旨及び解任の理由を解
任後最初に招集される株主総会において報告いたします。

　

6. 会社の体制及び方針
　

当社は、平成18年5月9日の取締役会において内部統制システム構築の基本方針を
決定し、平成27年7月9日の取締役会決議にて一部改定いたしました。
　この基本方針に基づき、業務の適正性を確保していくとともに、今後もより効果
的な内部統制システムの構築を目指して、継続的な改善を図ってまいります。基本
方針は下記のとおりとなっております。

　
(1) 当社及び子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制

①代表取締役社長を委員長とする「コンプライアンス委員会（社外弁護士を含む）」を

設置し、遵守に関する体制をコンプライアンス規程に定め、当社の企業理念及び基

本方針に基づく「安永社員の行動規範」を制定する。

②遵守の徹底と定着化を図るため、ＣＳＲ推進部署を設け、コンプライアンスの取り

組みを横断的に総括し、同部署が中心になりコンプライアンス教育・啓発を行う。

③内部監査部署は、コンプライアンスの状況を監査し、その結果はその重要性に応
じ代表取締役及び監査等委員会に報告する。
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④社内及び社外の通報・相談・問い合わせシステムとして「コンプライアンス相談
窓口」を設け、企業活動の健全性と適合を確保する。

⑤反社会的勢力に対しては、「安永企業行動規範」及び「安永社員の行動規範」に基
づき毅然とした態度で排除する。

　 総務担当部署を反社会的勢力及び団体への対応統括部署とし、当該部署の担当
役員を不当要求防止責任者とする。平素から警察、弁護士等の外部専門機関と関
係を構築し、不当要求には外部専門機関と連携して組織的に対応する。

(2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①文書管理規程に従い、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的方法（以

下、文書等という）に記録し、保存する。

②取締役は、文書管理規程により、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

(3) 当社及び子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①リスク管理規程を定め、代表取締役社長を委員長とする「ＣＳＲ委員会」を設置

し、業務に係るリスクの管理は各部門・部署が実施する。

②ＣＳＲ推進部署は、全社のリスクを横断的に総括し、必要に応じて支援・提言を行う。

③内部監査部署は、リスク管理の状況を監査し、その結果は、その重要性に応じ代

表取締役及び監査等委員会に報告する。

(4) 当社及び子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するため

の体制

①戦略や目標を定めた中期経営計画を策定し、その達成のための諸施策を年度事業

計画に反映させ、予算化等を行い、月次の取締役会で取締役の業務執行状況の監

視・監督を行う。

②取締役会は、取締役及び社員が共有する全社的な目標に対するレビュー・分析、

付議案件及び改善策の検討・指示など、多面的な議論・審議・決議を行う。

③組織規程等により、各組織単位の職務権限及び意思決定のルールを定め、効率的

な職務の執行を行う。

(5) 当社及び子会社から成る企業集団（以下、当社グループ）における業務の適正

を確保するための体制

①当社グループにおける内部統制システムを構築し、当社にグループ各社全体の内

部統制を担当するＣＳＲ推進部署を設け、当社グループ間での内部統制に関する

協議、情報の共有化、指示・要請の伝達等が効率的に行われるシステムにて管

理・運営する。

②当社及びグループ各社の取締役は、各部門及びグループ各社の業務施行の適正を

確保する内部統制システムの確立と運用の権限と責任を有する。

③当社はグループ各社を指導・育成するが、グループ各社の自主性を尊重しつつ事

業内容の定期的な報告と重要案件についての事前協議を行う。また、必要に応じ

てモニタリングを行う。

④内部監査部署は、当社及びグループ各社の内部監査を実施し、その結果を当社及

びグループ各社の取締役及び監査等委員会に報告する。

⑤当社は、当社グループの財務報告の信頼性を確保するため、虚偽記載が発生する

リスクを管理し、不備があれば是正していく内部監査体制を強化する。
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(6) 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する体制並びにその使用人の監査等委員以外の取締役からの独

立性に関する事項

①監査等委員会は、その職務を補助すべき使用人を必要とした場合は、内部監査部署

等の所属社員に監査業務に必要な事項を指示することができるものとする。指示を

受けた社員は要望された事項を実施し、その結果を直接監査等委員会に報告する。

②監査等委員会より指示を受けた社員は、その指示に関して、監査等委員以外の取締

役及び所属部署責任者等の指揮命令を受けないよう独立性を確保する。

③監査等委員会の職務を補助すべき内部監査部署等の所属社員の人事異動について

は、監査等委員会の同意を要するものとする。

(7) 監査等委員会の上記使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

①監査等委員会は、実査及び各部門からのヒアリング等を通じて得た情報を内部監

査部署と共有することで、監査業務に必要な事項を指示することができる体制を

整備する。

②内部監査部署に、監査等委員会の指示に基づいた調査に関する権限を認める。

(8) 当社の監査等委員以外の取締役及び使用人が監査等委員会に報告するための体

制並びに子会社の取締役、使用人が監査等委員会に報告するための体制

①当社の監査等委員以外の取締役または使用人並びに子会社の取締役、使用人は、

監査等委員会に対して、法定の事項に加え、当社及びグループ会社に重大な影響

を及ぼす事項、内部監査の実施状況、コンプライアンス相談窓口への通報状況及

びその内容を速やかに報告する体制を整備する。

②報告の方法については、取締役会等の重要会議を通じて監査等委員会に定期的に

報告を行うほか、重大な影響を及ぼす事項については、取締役並びに子会社の取

締役は直ちに監査等委員会に報告する。

(9) 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けな

いことを確保するための体制

①当社は、監査等委員会への報告を行った当社グループの監査等委員以外の取締役

及び社員に対し、当該報告をしたことを理由に不利な取扱いを行うことを禁止す

る旨をコンプライアンス規程に明記する。

②「コンプライアンス相談窓口のお知らせ」等を通じて、不利な取扱いを行わない

旨を当社グループの取締役及び社員に周知徹底する。

(10) 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の

当該職務の執行について生ずる費用または償還の処理に係る方針に関する事項

①監査等委員の職務の執行について生ずる費用については、監査計画等に応じて予

算枠を設ける。

②監査等委員がその職務の執行に関して生ずる費用や外部の専門家を利用した場合の費

用については、費用の前払や償還の請求があったとき、速やかに応じるものとする。
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(11) その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①監査等委員は、意思決定の過程及び業務執行状況を把握するために、取締役会等

の重要会議に出席する。また、必要に応じて文書等閲覧し、監査等委員以外の取

締役または使用人にその説明を求めることとする。

②監査等委員会及び監査等委員は、代表取締役、監査法人、内部監査部署とそれぞ

れ定期的、または随時に意見交換を行う。

(12) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当期に実施した業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下の通

りであります。

①当期において取締役会を18回開催し、重要事項につき審議・決定したほか、担当

する部門の業務執行につき取締役等から報告を受けました。

②当期において、監査等委員会を12回開催し、監査計画の策定及びその実施状況に

ついて定期的に情報共有するとともに、内部監査担当者及び監査法人と随時意見

交換を行い、三者間での連携を図っております。また、監査等委員は、代表取締

役との面談を定期的に行いました。

③グループ会社の経営管理については、毎月開催される定例取締役会で子会社毎の

経営状況が報告されています。また子会社を含めたグループでの年度計画報告会

を２回開催し、事業計画の他、製造及び生産管理の重点施策や品質・安全などへ

の取組み方針を報告しております。

④法令遵守の徹底と定着化を図る体制として、ＣＳＲ委員会及びコンプライアンス

委員会を各２回開催し、ＣＳＲ・コンプライアンス活動計画に基づいた活動報告

を行いました。また内部通報制度であるコンプライアンス相談窓口に寄せられた

通報と調査結果も併せ報告しました。当期、重大な法令違反等に関わる内部通報

案件はありませんでした。

⑤今回で11回目となるコンプライアンス意識調査アンケートを実施いたしました。

今後のコンプライアンス活動の向上に役立てております。

⑥リスク管理規程に基づき、ＣＳＲ委員会でリスクの見直しを実施いたしました。

⑦地震等災害に備えた事業継続計画を策定し、取締役会で定期的に見直しを行って

おります。また情報セキュリティに係るリスクについては、担当部署より定期的

に教育等を実施いたしました。
　
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(注) 本事業報告中の記載金額は表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

(平成29年３月31日現在)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) 百万円 (負 債 の 部) 百万円

流 動 資 産 17,253 流 動 負 債 13,982

現 金 及 び 預 金 3,625 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 4,268

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 6,000 電 子 記 録 債 務 415

電 子 記 録 債 権 941 短 期 借 入 金 3,650

商 品 及 び 製 品 1,193 1年内返済予定の長期借入金 1,798

仕 掛 品 3,385 1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 220
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 1,358 未 払 金 1,879
繰 延 税 金 資 産 20 未 払 法 人 税 等 455

未 収 入 金 342 賞 与 引 当 金 551

そ の 他 390 工 事 損 失 引 当 金 9

貸 倒 引 当 金 △5 設 備 関 係 支 払 手 形 7

そ の 他 727

固 定 資 産 16,136 固 定 負 債 8,886

有 形 固 定 資 産 14,405 社 債 550

建 物 及 び 構 築 物 4,445 長 期 借 入 金 6,098

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 4,019 リ ー ス 債 務 1,578

工 具、 器 具 及 び 備 品 309 繰 延 税 金 負 債 117

リ ー ス 資 産 1,904 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 45

土 地 2,254 環 境 対 策 引 当 金 7

建 設 仮 勘 定 1,471 退 職 給 付 に 係 る 負 債 413

資 産 除 去 債 務 75

負 債 合 計 22,868

(純資産の部)

無 形 固 定 資 産 47 株 主 資 本 10,371

資 本 金 2,142

資 本 剰 余 金 2,114

利 益 剰 余 金 6,444

自 己 株 式 △330

投 資 そ の 他 の 資 産 1,683 その他の包括利益累計額 148

投 資 有 価 証 券 625 その他有価証券評価差額金 233

繰 延 税 金 資 産 47 為 替 換 算 調 整 勘 定 126

そ の 他 1,018 退職給付に係る調整累計額 △211
貸 倒 引 当 金 △7 非 支 配 株 主 持 分 0

純 資 産 合 計 10,520

資 産 合 計 33,389 負 債 及 び 純 資 産 合 計 33,389
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連 結 損 益 計 算 書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

科 目 金 額

百万円 百万円

売 上 高 34,019

売 上 原 価 29,258

売 上 総 利 益 4,760

販売費及び一般管理費 3,291

営 業 利 益 1,469

営 業 外 収 益

受 取 利 息 8

受 取 配 当 金 13

受 取 賃 貸 料 20

違 約 金 収 入 72

そ の 他 35 150

営 業 外 費 用

支 払 利 息 159

為 替 差 損 211

減 価 償 却 費 55

そ の 他 67 493

経 常 利 益 1,125

特 別 利 益

　固 定 資 産 売 却 益 1

　投 資 有 価 証 券 売 却 益 0 1

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 10

減 損 損 失 18

固 定 資 産 除 却 損 25 55

税金等調整前当期純利益 1,071

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 557

法 人 税 等 調 整 額 172 730

当 期 純 利 益 341

非支配株主に帰属する当期純利益 0

親会社株主に帰属する当期純利益 341
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連結株主資本等変動計算書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

当 期 首 残 高 2,142 2,114 6,198 △330 10,125

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △95 △95

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

341 341

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 246 ― 246

当 期 末 残 高 2,142 2,114 6,444 △330 10,371

　
その他の包括利益累計額

非支配株主
持分

純資産
合計その他有価証券

評 価 差 額 金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

当 期 首 残 高 174 215 △283 106 0 10,232

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △95

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

341

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

59 △88 71 42 0 42

当 期 変 動 額 合 計 59 △88 71 42 0 288

当 期 末 残 高 233 126 △211 148 0 10,520
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連結注記表

1. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等

　連結の範囲に関する事項

　 連結子会社の数 11社

　 安永エアポンプ㈱

　 安永クリーンテック㈱

　 安永運輸㈱

　 安永総合サービス㈱

　 安永インドネシア㈱(インドネシア)

　 韓国安永㈱(韓国)

　 安永タイ㈱(タイ)

　 安永メキシコ㈱(メキシコ)

　 安永アメリカ㈱(米国)

　 上海安永精密切割機有限公司(中国)

　 山東安永精密機械有限公司(中国)

　持分法の適用に関する事項

該当事項はありません。

　連結子会社の事業年度等に関する事項

在外連結子会社は、決算日が12月31日であるので、連結計算書類の作成にあたっては、12月31日

現在の計算書類を利用しておりますが、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。

なお、他の連結子会社の決算日は全て連結決算日と一致しております。
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　会計方針に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 ① 有価証券

その他有価証券 時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

時価のないもの 　移動平均法による原価法

　 ② デリバティブ

　時価法

　 ③ たな卸資産

　貸借対照表価額は、原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)により算定

　 ａ 製品・仕掛品

　 エンジン部品及び環境機器 総平均法による原価法

　 機械装置 個別法による原価法

ｂ 原 材 料 総平均法による原価法

ｃ 貯 蔵 品 総平均法及び最終仕入原価法による原価法

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、

取得時に全額費用として処理する方法によっております。

② 無形固定資産

(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によ

っております。

但し、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法によっております。

③ リース資産 耐用年数を見積耐用年数またはリース期間、残存価額を零または実質的

残存価額とする定額法を採用しております。

なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。
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　(3) 重要な引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見合

う分を計上しております。

　 ③ 役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

　 ④ 工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における未引渡工事のうち損失の

発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込額を

計上しております。

　 ⑤ 環境対策引当金

　PCB(ポリ塩化ビフェニル)廃棄物の処分等の支出に備えるため、今後発生すると見込まれる金

額を計上しております。

　(4) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を適用しております。

　(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

　なお、在外子会社の資産、負債及び収益並びに費用は、在外子会社の決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含め

て計上しております。
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　(6) ヘッジ会計の方法

　 ① ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利ス

ワップについては、特例処理によっております。

　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

　 ヘッジ手段・・・金利スワップ

　 ヘッジ対象・・・借入金

　 ③ ヘッジ方針

　金利変動による借入債務の損失可能性を減殺する目的で行っております。

　 ④ ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債に関する重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始

時及びその後も継続して、相場変動またはキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想

定することができるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

　(7) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

　(8) 退職給付に係る会計処理の方法

　 ① 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。

　 ② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（13年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理しております。

　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（２

年）による定額法により費用処理しております。

　追加情報

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月

28日）を当連結会計年度から適用しております。
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2. 連結貸借対照表に関する注記
(1) 電子記録債権割引高 289百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 34,548百万円

　(3) 担保に供している資産

　 ①工場財団抵当

建物及び構築物 787百万円

機械装置及び運搬具 1,088百万円

土地 360百万円

計 2,236百万円

　 ②工場財団以外の抵当

建物及び構築物 68百万円

土地 46百万円

計 115百万円

合計 2,351百万円

　 上記担保資産に対する債務

短期借入金 2,750百万円

長期借入金 6,419百万円

(１年内返済予定額を含む）

計 9,169百万円

　(4) 国庫補助金により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は、96百万円であり、

　 その内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 72百万円

機械装置及び運搬具 24百万円

　(5) 百万円未満の金額は切り捨てて表示しております。

― 23 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2017年05月24日 14時29分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



3. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
　(1) 発行済株式総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(千株) 12,938 ― ― 12,938

　(2) 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 975,277 ― ― 975,277

　(3) 新株予約権に関する事項

　 該当事項はありません。

　(4) 配当に関する事項

　 ① 配当金支払額等

決 議
株式の
種類

配当金
の総額
(百万円)

1株
当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成28年6月24日
定時株主総会

普通株式 47 4.00 平成28年3月31日 平成28年6月27日

平成28年11月10日
取締役会

普通株式 47 4.00 平成28年9月30日 平成28年12月6日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定
株式の
種類

配当の
原資

配当金
の総額
(百万円)

1株
当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成29年6月27日
定時株主総会

普通株式
利益
剰余金

83 7.00 平成29年3月31日 平成29年6月28日

　(5) 百万円未満の金額は切り捨てて表示しております。
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4. 金融商品に関する注記
　(1)金融商品の状況に関する事項

　 ①金融商品に対する取組方針

当社グループは、主にエンジン部品の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、必

要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、

また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、投機的な取引は行

わない方針であります。

　 ②金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。

また、グローバルに事業を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の変動リ

スクに晒されております。

　投資有価証券は、主に取引先企業との業務提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リスク

に晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、１年以内の支払期日であります。また、

その一部には、原材料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりま

す。

　借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の

調達を目的としたものであり、償還日は決算日後、９年以内であります。
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　 ③金融商品に係るリスク管理体制

a 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社は、債権管理に関する規程に従い、営業債権について、各事業部門における営業部が

主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理すると

ともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会

社についても、当社の債権管理に関する規程に準じて、同様の管理を行っております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、

格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸

借対照表価額により表わされています。

b 市場リスク(金利等の変動リスク)の管理

当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用

しております。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、

また、取引先企業との関係を勘案し必要に応じて保有状況を見直しすることとしておりま

す。

c 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、

手許流動性の維持などにより、流動性リスクを管理しております。

d 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた

め、異なる前提条件を採用することにより、当該価額が変動することもあります。

e 信用リスクの集中

当期の連結決算日現在における営業債権のうち22％が特定の大口顧客に対するものであり

ます。
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　(2)金融商品の時価等に関する事項

平成29年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりませ

ん。((注)2.参照)

(単位：百万円)

連結貸借対照表

計上額
時価 差額

【1】 現金及び預金 3,625 3,625 ―

【2】 受取手形及び売掛金(純額) 5,995 5,995 ―

【3】 電子記録債権 941 941 ―

【4】 未収入金 342 342 ―

【5】 投資有価証券

　その他有価証券 622 622 ―

　 資産計 11,527 11,527 ―

【1】 支払手形及び買掛金 4,268 4,268 ―

【2】 電子記録債務 415 415 ―

【3】 短期借入金 3,650 3,650 ―

【4】 未払金 1,879 1,879 ―

【5】 未払法人税等 455 455 ―

【6】 設備関係支払手形 7 7 ―

【7】
社債(1年内償還予定の社債を

含む)
770 774 4

【8】
長期借入金(1年内返済予定の

長期借入金を含む)
7,897 7,862 △34

【9】
リース債務(1年内返済予定の

リース債務を含む）
1,936 1,945 9

負債計 21,279 21,258 △20

(※) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理
されているため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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(注)1. 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

【1】現金及び預金、【2】受取手形及び売掛金、【3】電子記録債権、並びに【4】未収入金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

【5】投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

また、その他有価証券において、種類ごとの取得原価、連結貸借対照表計上額及びこれらの差額

については次のとおりであります。

(単位：百万円)

　 区 分
連結貸借対照表

計上額
取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

　 株式 622 323 299

　 小 計 622 323 299

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの

　 株式 ― ― ―

　 小 計 ― ― ―

　 合 計 622 323 299

(※) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。
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負債

【1】支払手形及び買掛金、【2】電子記録債務、【3】短期借入金、【4】未払金、【5】未払法人税等、並

びに【6】設備関係支払手形

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。

【7】社債(１年内償還予定の社債を含む)

これらの時価は、元利金の合計額を、当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り

引いた現在価値によって算定しております。

【8】長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む)、並びに【9】リース債務（１年内返済予定の

リース債務を含む）

これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリースを行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値によって算定しております。

デリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

　 金利関連

(単位：百万円)

ヘッジ会計

の方法

デリバティブ

取引の種類等
主なヘッジ対象 契約額等

契約額のうち

1年超
時価

金利スワップ

の特例処理
支払固定・受取変動 長期借入金 448 336 (※)

(※) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理
されているため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

(注)2. 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：百万円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 2

　これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積るには過大なコストを要

すると見込まれます。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、

「資産【5】投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。

5. １株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 879.38円

(2) １株当たり当期純利益 28.56円
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貸 借 対 照 表

(平成29年３月31日現在)

科 目 金 額 科 目 金 額
(資 産 の 部) 百万円 (負 債 の 部) 百万円

流 動 資 産 12,965 流 動 負 債 12,553
現 金 及 び 預 金 1,562 支 払 手 形 196
受 取 手 形 287 買 掛 金 3,382
売 掛 金 4,344 電 子 記 録 債 務 327
電 子 記 録 債 権 872 短 期 借 入 金 3,650
商 品 及 び 製 品 561 1年内返済予定の長期借入金 1,701
仕 掛 品 3,535 1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 220
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 602 未 払 金 1,849
前 払 費 用 22 未 払 費 用 88
未 収 入 金 398 未 払 法 人 税 等 343
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 647 繰 延 税 金 負 債 0
未 収 消 費 税 等 118 前 受 金 2
そ の 他 18 預 り 金 300
貸 倒 引 当 金 △5 賞 与 引 当 金 470

設 備 関 係 支 払 手 形 5
そ の 他 14

固 定 資 産 14,286 固 定 負 債 6,029
有 形 固 定 資 産 7,660 社 債 550
建 物 1,949 長 期 借 入 金 5,273
構 築 物 58 繰 延 税 金 負 債 68
機 械 及 び 装 置 2,751 退 職 給 付 引 当 金 11
車 輌 運 搬 具 4 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 43
工 具、 器 具 及 び 備 品 197 環 境 対 策 引 当 金 7
土 地 1,911 資 産 除 去 債 務 75
建 設 仮 勘 定 787

負 債 合 計 18,582
(純資産の部)

株 主 資 本 8,435
資 本 金 2,142

無 形 固 定 資 産 22 資 本 剰 余 金 2,114
ソ フ ト ウ エ ア 15 資 本 準 備 金 2,104
電 話 加 入 権 6 そ の 他 資 本 剰 余 金 10
施 設 利 用 権 1

利 益 剰 余 金 4,509
利 益 準 備 金 255
そ の 他 利 益 剰 余 金

投 資 そ の 他 の 資 産 6,603 別 途 積 立 金 2,800
投 資 有 価 証 券 624 繰 越 利 益 剰 余 金 1,453
関 係 会 社 株 式 3,599
出 資 金 0
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 1,535 自 己 株 式 △330
長 期 前 払 費 用 840
そ の 他 10
貸 倒 引 当 金 △7 評 価 ・ 換 算 差 額 等 233

その他有価証券評価差額金 233
純 資 産 合 計 8,669

資 産 合 計 27,251 負 債 及 び 純 資 産 合 計 27,251
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損 益 計 算 書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）

科 目 金 額

百万円 百万円

売 上 高 24,355

売 上 原 価 21,749

売 上 総 利 益 2,606

販売費及び一般管理費 2,065

営 業 利 益 540

営 業 外 収 益

受 取 利 息 57

受 取 配 当 金 72

受 取 賃 貸 料 42

受 取 ロ イ ヤ リ テ ィ ー 69

違 約 金 収 入 72

そ の 他 13 328

営 業 外 費 用

支 払 利 息 73

賃 貸 収 入 原 価 17

減 価 償 却 費 55

為 替 差 損 11

そ の 他 20 179

経 常 利 益 689

特 別 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益 0 0

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損 10

減 損 損 失 18

固 定 資 産 除 却 損 15

関 係 会 社 債 権 放 棄 損 916 960

税 引 前 当 期 純 損 失 270

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 322

法 人 税 等 調 整 額 119 441

当 期 純 損 失 712
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株主資本等変動計算書

（平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで）
株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

百万円 百万円 百万円 百万円

当 期 首 残 高 2,142 2,104 10 2,114

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 損 失

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ―

当 期 末 残 高 2,142 2,104 10 2,114

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金 利益剰余金
合 計別途積立金 繰越利益剰余金

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

当 期 首 残 高 255 2,800 2,261 5,316 △330 9,243

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △95 △95 △95

当 期 純 損 失 △712 △712 △712

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当 期 変 動 額 合 計 ― ― △807 △807 ― △807

当 期 末 残 高 255 2,800 1,453 4,509 △330 8,435
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評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

百万円 百万円 百万円

当 期 首 残 高 174 174 9,417

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △95

当 期 純 損 失 △712

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

59 59 59

当 期 変 動 額 合 計 59 59 △748

当 期 末 残 高 233 233 8,669
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個別注記表

1. 重要な会計方針に係る事項
　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 子会社株式 移動平均法による原価法

② その他有価証券 時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定)

時価のないもの 移動平均法による原価法

　(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

　時価法

　(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

貸借対照表価額は、原価法(収益性の低下に基づく簿価切下げの方法)により算定

　 ① 製品・仕掛品

　 エンジン部品 総平均法による原価法

　 機械装置 個別法による原価法

② 原 材 料 総平均法による原価法

③ 貯 蔵 品 総平均法及び最終仕入原価法による原価法

　(4) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっております。

また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、

取得時に全額費用として処理する方法によっております。

② 無形固定資産

(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によ

っております。

但し、ソフトウエア(自社利用分)については、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法によっております。
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③ リース資産

所有権移転外フ

ァイナンス・リ

ース取引に係る

リース資産

該当事項はありません。

なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

④ 長期前払費用 定額法を採用しております。

なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によ

っております。

　(5) 引当金の計上基準

　 ① 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　 ② 賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う

分を計上しております。

　 ③ 退職給付引当金

ａ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しております。

　退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。

ｂ 退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっております。

ｃ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（13年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理してお

ります。

　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（２

年）による定額法により費用処理しております。

ｄ 未認識数理計算上の差異及び過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表と

異なります。

　 ④ 役員退職慰労引当金

　役員退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

　 ⑤ 環境対策引当金

　PCB(ポリ塩化ビフェニル)廃棄物の処分等の支出に備えるため、今後発生すると見込まれる

金額を計上しております。
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　(6) ヘッジ会計の方法

　 ① ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利ス

ワップについては、特例処理によっております。

　 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

　 ヘッジ手段・・・金利スワップ

　 ヘッジ対象・・・借入金

　 ③ ヘッジ方針

　金利変動による借入債務の損失可能性を減殺する目的で行っております。

　 ④ ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債に関する重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始

時及びその後も継続して、相場変動またはキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想

定することができるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

　(7) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

　追加情報

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月

28日）を当事業年度から適用しております。
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2. 貸借対照表に関する注記
(1) 電子記録債権割引高 289百万円

(2) 関係会社に対する短期金銭債権（区分表示したものを除く） 364百万円

(3) 関係会社に対する短期金銭債務 511百万円

(4) 有形固定資産の減価償却累計額 29,079百万円

　(5) 担保に供している資産

　 ①工場財団抵当

建物 787百万円

機械及び装置 1,088百万円

土地 360百万円

計 2,236百万円

　 ②工場財団以外の抵当

建物 68百万円

土地 46百万円

計 115百万円

合計 2,351百万円

　 上記担保資産に対する債務

短期借入金 2,750百万円

長期借入金 6,419百万円

(１年内返済予定額を含む)

計 9,169百万円

　(6) 保証債務

関係会社のリース会社からの割賦購入債務及びリース債務並びに銀行からの借入金に対する債務

保証

安永インドネシア㈱ 216百万円

安永タイ㈱ 2,968百万円

　(7) 百万円未満の金額は切り捨てて表示しております。
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3. 損益計算書に関する注記
　(1) 関係会社との取引高

　売 上 高 97百万円

　仕 入 高 等 1,269百万円

　営業取引以外の取引高 1,141百万円

(2) 百万円未満の金額は切り捨てて表示しております。

4. 株主資本等変動計算書に関する注記
　(1) 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 975,277 ― ― 975,277

　(2) 百万円未満の金額は切り捨てて表示しております。

5. 税効果会計に関する注記
　(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 ①流動資産

　 (繰延税金資産)

たな卸資産評価損否認額 197百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 144百万円

未払法定福利費 21百万円

繰越外国税額控除 56百万円

未払事業税 36百万円

その他 3百万円

繰延税金資産小計 459百万円

評価性引当額 △457百万円

繰延税金資産合計 2百万円

　 (繰延税金負債)

未収配当金 △2百万円

繰延税金負債合計 △2百万円

繰延税金資産の純額 △0百万円
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　 ②固定資産

　 (繰延税金資産)

役員退職慰労引当金否認額 13百万円

投資有価証券評価損否認額 18百万円

関係会社株式評価損否認額 247百万円

ゴルフ会員権評価損否認額 7百万円

減損損失 34百万円

減価償却費償却超過額 128百万円

資産除去債務 22百万円

その他 12百万円

繰延税金資産小計 484百万円

評価性引当額 △484百万円

繰延税金資産合計 0百万円

　 (繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 △66百万円

その他 △1百万円

繰延税金負債合計 △68百万円

繰延税金資産の純額 △68百万円

　(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の主な項目別の内訳

当事業年度は税引前当期純損失を計上しているため、差異原因の項目別内訳を省略しておりま

す。
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6. リースにより使用する固定資産に関する注記
　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引(借主側)

　(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末

　 残高相当額

該当事項はありません。

　(2) 未経過リース料期末残高相当額

該当事項はありません。

　(3) 支払リース料、減価償却費相当額、支払利息相当額

支払リース料 0百万円

減価償却費相当額 0百万円

支払利息相当額 0百万円

　(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

　(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。
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7. 関連当事者との取引に関する注記

　子会社等

属性 名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

主要な事業の
内 容

議決権の
所有割合

(％)

関係内容
取引の
内容

取引金額
(百万円）

科目
期末残高
(百万円)

役員の
兼任等
(人)

営業上
の取引

子会社
安 永
エアポンプ㈱

東 京 都
墨 田 区

70 環境機器 100.00
兼 任 １
出 向 １
当社社員１

―

資金の
貸付
(注)1

2,410 関係
会社
短期
貸付金

490
資金の
回収
(注)1

2,760

子会社 安永インドネシア㈱
イ ン ド
ネ シ ア
セラン県

90,228
百万ルピア

エンジン部品
環境機器

99.98
[0.00]

兼 任 ２
出 向 ２
当社社員２

部品販売
半製品の

購入

債務
保証
(注)2

216 ― ―

子会社 韓 国 安 永 ㈱
韓 国
全羅北道

14,400
百万ウォン

エンジン部品 100.00
兼 任 １
出 向 １
当社社員３

生産設備
の 販 売

資金の
回収
(注)1

170
関係
会社
長期
貸付金
(１年内
を含む)

1,392

債権
放棄

1,000

増資の
引受
(注)3

380 ― ―

子会社 安 永 タ イ ㈱
タ イ
ラヨーン県

300
百万バーツ

エンジン部品
機械装置

100.00
[0.00]

兼 任 １
出 向 ２
当社社員１

生産設備
の 販 売

債務
保証
(注)4

2,968 ― ―

資金の
回収
(注)1

600

関係
会社
長期
貸付金

300

子会社 安永メキシコ(株)
メキシコ
ハリスコ州

143
百万ペソ

エンジン部品
機械装置

100.00
[5.59]

兼 任 １
出 向 １
当社社員２

生産設備
の 販 売

増資の
引受
(注)3

335 ― ―

(注) 1 受取利息は市場金利を勘案して合理的に決定しております。なお、担保は受け入れておりま
せん。

2 安永インドネシア㈱のリース会社からの割賦購入債務に対する債務保証を行ったものです。
なお、保証料は受領しておりません。

3 増資の引受は、子会社が行った増資を引き受けたものであります。
4 安永タイ㈱のリース会社からのリース債務に対する債務保証及び銀行からの借入金、金利通

貨スワップに対する債務保証を行ったものです。なお、保証料は受領しておりません。
5 「営業上の取引」欄の生産設備の販売等については市場価格を勘案して一般取引条件と同様

に決定しております。
6 「議決権の所有割合」欄は、子会社及び緊密な者又は同意している者による間接所有割合を

[ ]に内書きしております。
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8. １株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 724.63円

(2) １株当たり当期純損失 59.54円
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本
　

独立監査人の監査報告書

平成29年５月16日

株式会社安永
取締役会御中

有限責任 あ ず さ 監 査 法 人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山 川 勝 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 久 野 誠 一 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社安永の平成28年４月１日から平成
29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連
結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算
書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結
計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対す
る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基
準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかど
うかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリ
スクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明する
ためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め
全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、株式会社安永及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産
及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以 上
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書
平成29年５月16日

株式会社安永
取締役会御中

有限責任 あ ず さ 監 査 法 人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 山 川 勝 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 久 野 誠 一 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社安永の平成28年４月１日か
ら平成29年３月31日までの第71期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類
及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部
統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附
属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認め
られる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細
書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための
手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附
属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制
の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に
関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに
経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況を
すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は
ない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

　当監査等委員会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第71
期事業年度における取締役の職務の執行について監査いたしました。その
方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項ロ及びハに掲げる事項に関す

る取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部

統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、

下記の方法で監査を実施しました。

① 監査等委員が定めた監査の方針、職務の分担に従い、会社の監査室

と連携の上、重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職

務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、重

要な決算書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び

財産の状況を調査しました。また、子会社については、子会社の取

締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて

事業の報告を受けました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行

状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、

会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するため

の体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監査に関する

品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備

している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、

計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記

表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたし

ました。
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２．監査の結果

(１)事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

② 取締役の職務遂行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反

する重大な事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(２)計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

(３)連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当で

あると認めます。

平成29年５月24日

株式会社 安 永 監査等委員会

常勤監査等委員 吉　輪 久 次 ㊞
監査等委員 安 部 美 範 ㊞
監査等委員 小 路 貴 志 ㊞

　

(注)監査等委員 安部美範及び小路貴志は、会社法第２条第15号及び第

331条第６項に規定する社外取締役であります。

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件

　当社は、長期的な経営基盤の強化に努めるとともに、安定的な配当の継続を

基本方針としております。従いまして、剰余金の処分につきましては、成長に

必要な設備投資などのため内部留保を考慮して、総合的な判断により利益還元

を図っていく所存です。

　上記方針を勘案し、当期における期末配当金に関しましては、次のとおりと

いたしたいと存じます。
　
期末配当に関する事項

1．配当財産の種類

金銭

2．株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金７円

総額 83,743,534円

(注) 中間配当を含めますと、年間の配当金は１株につき11円となり、前事業

年度に比べ３円の増配となります。

3．剰余金の配当が効力を生じる日

平成29年６月28日
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第２号議案　取締役(監査等委員であるものを除く)４名選任の件

　本総会終結の時をもって取締役（監査等委員であるものを除く）全員(４名)

は、任期が満了となりますので、取締役(監査等委員であるものを除く)４名の

選任をお願いいたしたいと存じます。

　取締役(監査等委員であるものを除く)候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式数

１

安
や す な が

永　暁
あ き と し

俊

(昭和48年２月13日)

平成10年10月

359,680株

　当社入社

平成13年７月

　当社より安永アメリカ㈱

　へ出向(ゼネラル マネージャー)

平成17年６月

　ノースウェスタン大学ケロッグ校卒業

　(経営学修士)

平成17年９月

　当社管理本部付部長

平成18年７月

　当社管理本部長

　安永アメリカ㈱プレジデント

平成19年６月

　当社取締役事業本部部品生産管理部長

平成20年４月

当社取締役事業本部部品事業部生産管理部長

平成21年２月

　当社取締役事業本部部品事業部副事業部長

平成21年４月

　当社取締役部品事業部副事業部長

平成23年１月

　当社取締役(社長付)

平成23年４月

　当社代表取締役社長(現任)

取締役候補者とした理由

　安永暁俊氏は平成23年以来当社の代表取締役社長を務め、経営者としてグローバルな事業

経営及び管理・運用業務に関する経験と見識を有しております。当社グループの経営及びコ

ーポレート・ガバナンスの強化に適任であると判断し、取締役候補者としております。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式数

２

稲
い な だ

田　 稔
みのる

(昭和33年12月２日)

昭和56年４月

28,900株

　当社入社

平成16年４月

　当社電子機器部門長代理

平成16年10月

　ＹＡＳＵＮＡＧＡ Ｓ＆Ｉ㈱代表取締役社長

平成21年４月

　当社ＣＥ事業部開発部門長兼Ｓ＆Ｉ部門長

平成22年４月

　当社ＣＥ事業部開発部門長兼研究開発部長

平成23年４月

　当社Ｒ＆Ｄ本部長兼Ｒ＆Ｄ部長兼

　 ＣＥ事業部開発部門長兼研究開発部長

平成23年６月

　当社取締役Ｒ＆Ｄ本部長兼Ｒ＆Ｄ部長兼

　 ＣＥ事業部開発部門長兼研究開発部長

平成24年４月

　当社取締役Ｒ＆Ｄ本部長兼Ｒ＆Ｄ部長兼

　 ＣＥ事業部開発担当

平成25年４月

　当社常務取締役Ｒ＆Ｄ本部長兼Ｒ＆Ｄ部長

平成27年５月

　当社常務取締役Ｒ＆Ｄ本部長兼Ｒ＆Ｄ部長

　 国内子会社担当(現任)

取締役候補者とした理由

　稲田稔氏はこれまで研究開発分野の責任者として当社の商品開発を牽引してきました。そ

の豊富な経験と見識により、当社グループの研究開発の推進及び、持続的な企業価値向上の

ために適任であると判断し、取締役候補者としております。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式数

３

堀
ほ り か わ じ ゅ ん じ

川 純 二

(昭和32年８月13日)

昭和55年４月

11,500株

　当社入社

平成元年12月

　当社より米国ゼネラルプロダクツデラウェアー

　コーポレーションへ出向

平成16年８月

当社より安永インドネシア㈱へ

出向（プレジデント）

平成23年９月

　当社部品事業部付部長

平成24年４月

　当社部品事業部付副事業部長

平成25年４月

　当社部品事業部長

平成26年６月

　当社取締役部品事業部長兼管理部門長

平成27年４月

　当社取締役部品事業部長兼管理部門長

　 海外担当(北米、インドネシア、タイ、韓国)

平成29年４月

　当社常務取締役部品事業部長兼管理部門長

　 海外担当(北米、インドネシア、タイ、韓国)(現任)

取締役候補者とした理由

　堀川純二氏は部品事業部の責任者としての経験と実績が有り、又、海外子会社での会社経

営経験もあり、「ものづくり」についての豊富な見識を有し、当社グループの品質向上及び

グローバル経営の強化に適任であると判断し、取締役候補者としております。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式数

４

小
こ た に

谷　久
ひ さ ひ ろ

浩

(昭和39年２月13日)

昭和61年４月

20,600株

　当社入社

平成16年４月

　当社工機部門長代理

平成16年10月

当社工機部門長

平成19年11月

　当社工機事業部長

平成25年４月

　当社ＣＥ事業部長

平成26年６月

　当社取締役ＣＥ事業部長

平成27年４月

　当社取締役ＣＥ事業部長

　 海外担当(中国)(現任)

取締役候補者とした理由

　小谷久浩氏はＣＥ事業部の責任者としての経験により、機械装置事業全般の幅広い見識を

有しております。当社グループの品質向上及びグローバル経営の強化に適任であると判断

し、取締役候補者としております。

(注) 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
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第３号議案　監査等委員３名選任の件

　本総会終結の時をもって監査等委員である取締役 吉輪久次、安部美範、小

路貴志の各氏は任期満了となりますので、監査等委員である取締役３名の選任

をお願いいたしたいと存じます。

　なお、本議案に関しましては、あらかじめ監査等委員会の同意を得ています。

　監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。
　

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式数

１
※

浅
あ さ い

井　裕
ひ ろ ひ さ

久

(昭和28年３月18日)

昭和51年４月

355,300株

　当社入社

平成18年６月

　当社取締役事業本部部品管理部門長兼部品生産管理部長

平成19年６月

　当社取締役管理本部長

平成21年６月

　当社常務取締役管理本部長兼人事部長

平成25年４月

　当社常務取締役管理本部長

平成26年６月

　安永運輸㈱代表取締役社長

平成26年６月

　当社顧問(現任)

取締役(監査等委員)候補者とした理由

　浅井裕久氏は当社及びグループ会社で長年にわたり経営に携わり、豊富な経験と実績を

有しております。当社グループの経営の重要事項の決定及び業務執行の監督をすることに

より、取締役会の意思決定機能及び監督機能の強化に適任であると判断し、監査等委員で

ある取締役候補者としております。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式数

２

安
あ べ

部　美
よ し の り

範

(昭和22年８月30日)

昭和44年４月

3,700株

　トヨタ自動車工業㈱入社

平成11年６月

　同社よりトヨタモーターケンタッキー(ＵＳＡ)へ

　出向(部長)

平成16年３月

　同社上郷工場技術員室主査

平成17年６月

　トヨタ自動車九州㈱入社(取締役工場長)

平成20年６月

　同社常務取締役工場長

平成23年６月

　同社顧問(非常勤)

平成24年２月

　当社顧問(非常勤)

平成24年６月

　当社監査役

平成27年６月

　当社取締役（監査等委員）(現任)

社外取締役（監査等委員）候補者とした理由

　安部美範氏は、製造、技術、経営等に係る豊富な経験や幅広い見識を有しております。そ

の経験や実績をもとに独立した立場から執行役等の職務の監督いただくことにより、取締役

会の機能強化に適任であると判断し、社外取締役(監査等委員)候補者としております。

　なお、同氏の当社の社外取締役（監査等委員）就任期間は本総会終結の時をもって２年

となります。また、社外監査役就任期間は３年となります。
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候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式数

３

小
し ょ う じ

路　貴
た か し

志

(昭和38年５月20日)

昭和62年10月

4,100株

　会計士補登録

　監査法人朝日新和会計社(現有限責任 あずさ監査

　法人）入社

平成３年３月

　公認会計士登録

平成７年９月

　小路公認会計士事務所開業(現)

平成９年７月

　グローバル監査法人代表社員

平成10年６月

　㈱ユー・エス・ジェイ監査役(現任)

平成15年６月

　当社監査役

平成23年３月

　㈱小路企画代表取締役(現任)

平成27年６月

　当社取締役(監査等委員)(現任)

平成27年６月

　三共生興㈱社外監査役(現任)

社外取締役(監査等委員)候補者とした理由

　小路貴志氏は、公認会計士及び税理士として培われた専門的な知識と豊富な経験を有し、

独立的な立場から適宜適切な指摘行っていただくことにより、当社グループのガバナンス

体制の強化に適任であると判断し、社外取締役(監査等委員)候補者としております。

　なお、同氏の当社の社外取締役（監査等委員）就任期間は本総会終結の時をもって２年

となります。また、社外監査役就任期間は12年となります。

(注) 1.各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

2.※印の候補者は新任監査等委員である取締役候補者であります。

3.安部美範、小路貴志の両氏は、社外取締役候補者であります。

なお、当社は安部美範、小路貴志の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指

定し、同取引所へ届け出ております。

4.監査等委員の候補者 浅井裕久、安部美範、小路貴志の各氏が選任された場合、当社は各氏

との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項の賠償責任を限定する契

約を締結する予定であります。ただし、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令の定め

る最低限度額といたします。
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第４号議案　退任取締役(監査等委員)に対し退職慰労金贈呈の件

　監査等委員である取締役（常勤監査等委員）吉輪久次氏は、本総会終結の時を

もって任期満了により退任されますので、在任中の労に報いるため、当社所定の

基準に従い、相当額の範囲内で退職慰労金を贈呈することといたしたいと存じま

す。

　なお、具体的な金額、贈呈の時期、方法等は監査等委員である取締役の協議に

ご一任願いたいと存じます。

　退任取締役(監査等委員)の略歴は次のとおりです。

氏名 略歴

　 吉
よ し わ

　輪　久
ひ さ つ ぐ

次

平成19年６月

　当社常勤監査役

平成27年６月

　当社取締役(常勤監査等委員)

(現在に至る)

以 上
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至大阪

至奈良・大阪 伊賀上野駅 JR関西本線

中瀬I.C.

至名古屋

伊
賀
鉄
道

上
野
市
駅

至亀山・名古屋

至大阪

上野東I.C.

名阪国道
(国道25号線)

友生I.C.

LIXIL

LIXIL

緑ケ丘
郵便局

株式会社安永　本社工場

伊賀神戸駅 近鉄大阪線 至伊勢・名古屋

文

文

株主総会会場ご案内図

(
三重県伊賀市緑ケ丘中町3860番地
株式会社安永 本社 厚生館２階会議室
℡0595(24)2111 )

　

　

●お車で……大阪より名阪国道 友生I.C.経由約70分

名古屋より名阪国道 友生I.C.経由約80分

●近鉄と伊賀鉄道で……上野市駅より車で約10分

なお、次の時間に当社送迎車両を運行しますので、ご利用ください。

伊賀鉄道・上野市駅前 午前９時15分発

午前９時45分発
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